
平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 人権推進同和対策課

（現人権・部落差別解消推進課）

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

3 1 4 156 頁 人権推進同和対策費 人権推進同和対策事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常
差別をなくす市民のつどい事
業

講演会：4ヶ所
参加者：653名

報償費 155 110 109 87 22 3

経常 人権を守る市民のつどい事業
講演会：1ヶ所（182名）
講座：3ヶ所（68名）

委託料 182 369 275 194 81 3

経常 人権ポスター、標語募集事業
募集、表彰、
ポスター等作成

需用費 318 414 337 142 195 3

経常 人権研修事業
講師派遣：8件
講師紹介：12件

報償費 21 67 27 27 3

経常 人権推進同和対策事務事業 会議運営、補助金等
負担金補助及
び交付金 4,463 4,832 4,354 156 4,198 3

計 5,139 5,792 5,102 579 0 0 4,523

予算

目
的

人権を尊重し、あらゆる差別のない住みよい社会の実現をめざす
対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○差別をなくす市民のつどい事業
　　　講演会の開催　［対象：市民］

○人権を守る市民のつどい事業
　　　講演会及び講座の開催　［対象：市民］

○人権ポスター、標語募集事業
　　　募集、表彰、ポスター・リーフレットの作成及び配布　［対象：市民］

○人権研修事業
　　　企業・各種団体への講師派遣及び指導者育成講座の開催　［対象：企業、団体（市民）］

○人権推進同和対策事務事業
　　　審議会等運営事務、各種団体補助金事務等



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ 44 人 91 人 8 件 10 件 20 件

－ 16.9 ％ 35.0 ％ 33.3 ％ 41.6 ％ 83.3 ％

－ 12 点 17 点

－ 12.0 ％ 17.0 ％

課題 － 944 人 903 人

－ 70.4 ％ 67.3 ％

－ 171 人 195 人

対応（改善点等） － 43.8 ％ 50.0 ％

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

4,672 5,139 5,102 6,901 

うち経常経費 4,672 5,139 5,102 5,821 

国 県 費 677 510 579 424 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源 3,995 4,629 4,523 6,477 

うち経常 3,995 4,629 4,523 5,397 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
人権尊重社会の実現のためには、多くの市民が研修でき
る機会の提供や各種啓発事業は、必要不可欠である

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 法令等により施策の推進に努めるよう定められている

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
研修講師の派遣や標語の一般市民からの応募は低調であ
るが、目的を達成するためには適切な手段である

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 1
人権講演会等への参加は、加入団体・職場等からの要請
が大半を占めており、自主的参加者が少ない

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き関係機関と連携し、適正な事業実施を行うこと。

成
果
指
標

指標名
人権講演会等への自主
的参加者の数

目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の5-6－(1)で目標としているため

数値 260人

活
動
指
標

指標 a
人権問題研修講師派
遣・紹介件数

ｂ
人権標語の一般市民か
らの応募数

ｃ
講演会・講座等への参
加者数

ｄ
講演会・講座等へ初め
て参加した者の数

数値 目標 24件 目標 100点 目標 1,340人 目標 390人

人権講演会等への
自主的参加者の数

人 a
人権問題研
修講師派遣・
紹介件数

件

b
人権標語の
一般市民か
らの応募数

点

c
講演会・講座
等への参加
者数

人
団体や企業の理解・協力を得て、自主的な人権研修を行う団体等の
数を増やすことが難しい。また、講演会等への参加者が固定化してお
り、自主的な参加者も少ない。

ｄ
講演会・講座
等へ初めて参
加した者の数

人

企業・団体等に人権研修の働きかけを行い、自主的に研修を行う企
業・団体数を増やす。また、講演会等の内容や開催方法等を再検討
し、市報やケーブルテレビ等を利用した広報活動により周知を図り、自
主的な参加者を増やす。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

　平成30年度で人権看板撤去
工事は終了するが、　講演会
や研修講師の派遣等の実施
は、人権啓発に有効であり、継
続する必要がある。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 人権推進同和対策課

（現人権・部落差別解消推進課）

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

3 1 4 158 頁 人権推進同和対策費 男女共同参画事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常
男女共同参画社会啓発事
業

講演会・講座等　9回
推進協議会　2回

報償費 451 760 499 499 3

計 451 760 499 0 0 0 499

予算

目
的

男女共同参画社会の実現に向けて、男女が互いを認め思いやり、個性と能力が発揮できる
男女共同参画のまちづくりをめざす

対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○男女共同参画社会啓発事業

　　　　　男女共同参画社会実現のための啓発講座・講演会等の開催　[対象：一般市民]
　　　　　　　　　講演会・・・１回　　各種講座等・・・８回

　　　　　男女共同参画週間及び女性に対する暴力をなくす運動街頭キャンペーン
　　　　　　　　　市内店舗３カ所、ふるさと祭り会場・・・２回

　　　　　男女共同参画に関する講師派遣・紹介
　　　　　　　　　講師派遣・・市内２団体　[豊後大野市消防本部・緒方地区民生児童委員協議会]
　　　　　　　　　講師紹介・・市内２団体  [大原地区子供会・豊後大野市社会福祉協議会]

　　　　　市内事業所へ取組依頼・講師派遣案内
　　　　　　　　　市内事業所等へ男女共同参画研修についての取組依頼及び講師派遣案内文書を送付　・・４０事業所

　　　　　男女共同参画推進協議会委員研修・・・・・[大分市男女共同参画センター９人、別府男女共同参画フォーラム１人]

　　　　　男女共同参画だより「ハーモニー」発行・・・年２回　[全戸回覧]



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

17.4 ％ － － 52.9 ％ － －

58.0 ％ － － 52.9 ％ － －

59.6 ％ － －

91.7 ％ － －

課題 36.5 ％ 39.6 ％ 36.6 ％

73.0 ％ 79.2 ％ 73.2 ％

18 回 11 回 9 回

対応（改善点等） 60.0 ％ 55.0 ％ 45.0 ％

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

1,097 451 499 910 

うち経常経費 1,097 451 499 910 

国 県 費 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源 1,097 451 499 910 

うち経常 1,097 451 499 910 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
男女が互いに人権を尊重しつつ、個性と能力を十分に発揮
することができる男女共同参画社会を築くことが必要。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
男女共同参画基本法により、地方公共団体の責務が定め
られている。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 男女共同参画社会を実現するために、適切な手段である。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 ５年ごとの意識調査の結果により判断。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き適正な事業実施を行うこと。

成
果
指
標

指標名
男女が平等と思える
満足度

目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の5-6-（2）で目標としているため

数値 30%

活
動
指
標

指標 a 男女共同参画の周知度 ｂ
固定的役割分担意識の
解消

ｃ
審議会等への女性の登
用率

ｄ 啓発講座の数

数値 目標 100% 目標 65% 目標 50% 目標 20回

男女が平等と思える満足度 ％ a
男女共同参
画の周知度 ％

b
固定的役割
分担意識の
解消

％

c
審議会等へ
の女性の登
用率

％
一般市民向けの啓発講座は、参加者が固定化されつつある。また各
種団体に講座の開催を呼びかけても実施できる団体が少ない。

ｄ
啓発講座
の数

回

啓発講座を三重町以外で開催するなど、新規の受講者獲得に向けて取り組
む。各種団体には、行事や会議等と合わせて講座の開催を積極的に働きかけ
る。また講座の内容や講師については、県や他市で好評であった講座等を参
考に市民の興味関心が高くわかりやすいものを選定する。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳 例年並みの事業実施のため



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 人権推進同和対策課

（現人権・部落差別解消推進課）

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

3 1 5 158 頁 隣保館及びコミュニティセンター運営費 隣保館管理運営事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 隣保館運営事業
相談件数(42件/月)
教室開催回数(40回/年)
出前隣保館開催数(31回/年)

報酬 6,668 8,087 6,261 2,400 64 3,797 3

経常 隣保館管理事業
隣保館施設管理委
託

委託料 1,733 2,182 1,924 203 664 1,057 3

計 8,401 10,269 8,185 2,603 0 728 4,854

予算

目
的

市民が人権研修の機会にふれ、人権問題の正しい知識や感性、差別をなくそうとする意欲や行動
力を養うことで、日常生活に存在する非合理的な慣習や偏見等をなくし、部落差別をはじめあらゆ
る差別のない明るく住みよい社会をつくる

対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○隣保館運営事業
　　・相談事業（504件）
　　・ふれあい教室事業（4教室×10回 延べ464人）
　　・出前隣保館事業（2地区×10回、隣保館会場×10回、合同開催×1回 延べ370人）
　　・啓発広報事業（隣保館だより12回発行 うち市内回覧2回）
　　・フィールドワーク事業（19団体 延べ333人）

○隣保館管理事業
　　・貸館事業（284件、利用者7,613人）
　　・隣保館施設管理委託
　　　警備委託
　　　自家用電気工作物保安管理業務委託
　　　消防用設備保守点検委託
　　　昇降機点検委託
　　　空調設備保守点検委託
　　　舞台設備等保守管理委託
　　　防火対象物法定点検委託
　　　建物定期報告調査委託
　　　漏水調査委託



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

273 人 322 人 327 人 304 件 275 件 504 件

68.2 ％ 80.5 ％ 81.7 ％ 76.0 ％ 78.6 ％ 100.8 ％

761 人 784 人 817 人

86.4 ％ 98.0 ％ 96.1 ％

課題 141 件 105 件 140 件

47.0 ％ 35.0 ％ 46.7 ％

12 回 12 回 12 回

対応（改善点等） 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

9,889 8,401 8,185 17,361 

うち経常経費 8,117 8,401 8,185 9,700 

国 県 費 5,232 2,701 2,603 8,406 理由

地 方 債

そ の 他 234 211 728 177 

一般財源 4,423 5,489 4,854 8,778 

うち経常 2,652 5,489 4,854 2,380 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
全市民を対象とした隣保館活用の交流機会の創設や相談
事業の充実は行政が担うべき事業であるため。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
市が、主体となり事業内容等を計画し、実施する必要があ
るため。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
相談事業、ふれあい教室、出前隣保館、啓発広報は適切
な手段であると判断できるため。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
地域のニーズを反映した事業を実施することで地域交流が
促進され交流が広がる。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き適正な管理運営を行うこと。

成
果
指
標

指標名
人権啓発・交流機会の

推進
目
標
年
度

Ｈ32
総合計画前期基本計画の5-6－(1)で目標としているため

数値 400人

活
動
指
標

指標 a 相談件数 ｂ ふれあい教室・出前隣保館の参加者数 ｃ 啓発図書閲覧・貸出件数 ｄ 隣保館だよりの発行回数

数値 目標 500件 目標 850人 目標 300件 目標 12回

人権啓発・交流機会の推進 人 a 相談件数 件

b
ふれあい教
室・出前隣保
館の参加者数

人

c
啓発図書閲
覧・貸出件数 件

隣保館事業の参加者が固定化している。また、関係協力機関との連
携や支援体制システムが確立されていない。地域の実態把握や住民
相談をどうつなげていくかが課題である。

ｄ
隣保館だより
の発行回数 回

出前隣保館を充実させるとともに、隣保館交流事業を通して関係協力
機関との連携を図り、市民全体の交流の場を提供する。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

隣保館運営事業は、国・県の
補助事業であり、現行制度で
推移するため。


